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研究成果の概要： 
本研究は主観的な幸福感に着目し、事故、病気、親族の死去、介護、失業といったいわゆる不

幸な出来事(以下「出来事」)が人々の主観的な幸福感に与える影響とその克服の過程、また、

社会的なネットワークや政策による救済の状況を実証的に明らかにしすることにより、近年上

昇しつつある生活リスクに対する効果的な施策について検討を行うことを目的とする。 
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研究分野：行動経済学、応用計量経済学、政策評価、社会保障 
科研費の分科・細目：経済学・経済政策 
キーワード：少子高齢化、幸福度研究、リスク、行動経済学、主観的幸福度、ミクロ計量分析 
 
１．研究開始当初の背景 
近年の日本では所得格差の拡大と社会階層
の固定化が懸念されている。所得格差の拡大
と社会階層の固定化は、社会的な競争に負け
た人々のセーフティーネットは果たして十
分であるか、また、再チャレンジする場合の
基盤は整備されているかという点が懸念さ
れる。これまで、こうした問題に関しては、
リスクに関する整理(橘木他[2004])、格差と
貧困(橘木・浦川[2006])、格差と社会階層(山
田[2006])などの議論がなされてきたが、こ
れらの研究では人々の主観的な幸福感につ
いては着目するという観点はない。 
 
２．研究の目的 
近年の社会状況の中で、人々が社会経済制度
に対する安心感を持っているか否か、また、

偶発的な不幸な出来事に遭遇した場合の
人々の対応はどのようになされているか、と
いう点は非常に興味深い。そこで本研究は、
主観的幸福感に着目し、偶発的な出来事が
人々の主観的な幸福度に影響を与えるイン
パクトを定量的に分析するとともに、その克
服の過程と周囲からの親族や地域社会から
の支援の状況、政策の効果を分析する。 
 
３．研究の方法 
本研究の主軸は、家計経済研究所「消費生活
に関するパネル調査」の個票データを用いた
パネル分析であり、それを補完するものとし
て、大阪商業大学比較地域研究所 JGSS 事務
局 「 Japanese General Social 
Surveys(JGSS)」の個票データを用いたクロ
スセクション分析を行った。 



前者については、主観的な幸福度に加え、生
活満足度、収入満足度など、多角的な幸福感
の分析が可能である。また、１年間の生活変
動として、同居家族の志望、病気、事故・災
害・消費者トラブルの経験の有無と克服の方
法に関する質問事項があることから、本研究
の問題意識にあった情報を得ることができ
る。ただし調査対象は 20～40 歳代の女性で
あることから、男性、また入院等の経験の確
率が高いものと思われる高年齢女性も分析
を行うため、後者のデータセットも用いる。
後者のデータセットでは、前者ほど出来事に
関する情報は少なく、またクロスセクション
のデータであることから、出来事前後の情報
を直接的に得ることはできないものの、主観
的な幸福感と犯罪に遭遇した経験、深く傷つ
いた経験に関する質問がなされていること
から、この調査も用いることにより、多角的
な分析を行うこととする。 
家計経済研究所「消費生活に関するパネル調
査」については、パネル分析が可能であるこ
とから、非線形パネルの Ordered Probit モ
デルによる推定を行う。大阪商業大学比較地
域研究所 JGSS 事務局「Japanese General 
Social Surveys(JGSS)」はクロスセクション
の Ordered Probit モデルによる推定を行う。
両者の推定により、出来事の幸福度に与える
限界効果を得ることができ、同時に、説明変
数とする親族・地域のネットワークの有無、
政策の効果についても限界効果を知ること
ができることから、政策の効果に関するシミ
ュレーション分析も行う。 
 
４．研究成果 
家計経済研究所「消費生活に関するパネル調
査」と大阪商業大学比較地域研究所 JGSS 事
務 局 「 Japanese General Social 
Surveys(JGSS)」の個票データを用いて、生
活上の変動を経験したサンプルの基礎分析
と生活上の変動前後の主観的幸福度の変遷
の観察、また、生活上の変動と家族や地域社
会といった社会的なネットワークや政策に
よるセーフティーネットの状況の観察を行
った。 

結婚･出産など家族形成といった生活上の変
動を経験したサンプルについては､白石･白
石[2006】で既に基礎分析がなされている｡こ
こでは､同居家族の死亡､病気､事故･災害･消
費者トラブルといった人々の主観的な幸福
度を低下させうる生活上の変動を経験した
サンプルの主観的な幸福度､年齢､職業､資産､
貯蓄などの主要な変数についてクロス表と
因子分析などを行う｡身体的な健康と主観的
な幸福度との間には高い相関関係がある
(PreyandStutzerl[2002])。また､精神的な疾
患(うつ病など)も主観的な幸福度を大きく
低下させる(DienerandSeligman[2004】)｡し
かしながら､事故･病気といったいわゆる不
幸な生活上の変動を経験した人々の主観的
な幸福度は変動直後には大きく低下するも
のの､その後は徐々に上昇する｡この点につ
いては人間の知覚に能動的な適応作用が観
察 さ れ て い る と 指 摘 さ れ て い る
(PreyandStutzerl2003】)O 家計経済研究所
｢消費生活に関するパネル調査｣は､前述のい
わゆる不幸な生活上の変動の経験の有無が
調査項目にあり､そうした経験にどのように
対応したかについての情報があることから､
変動を経験したサンプルの基礎分析が可能
である｡また､変動が生活に与えた影響に関
する項目も調査されているため､実際にどの
ような対応がなされたかに関する情報を得
ることができる｡ 
まず全サンプルについて､出来事と世帯変動
が発生した割合を見る｡出来事については､
習い事が 8.37%と最も多く､次いで就職
(7.74%)､転職(7.09%)､希望退職(5.62%)､そ
の他(4.94%)である(図 1)｡経験者の割合が少
ないのは入学(0.52%)､ローン(0.61%)である｡
本稿の関心事である病気は 1.97%､うつ 1.71%､
事故は 3.03%となっている｡世帯変動につい
ては､多い順に子ども(744%)､結婚(2.60%)､
転出(2.14%)となっている(図 2)｡本稿の関心
事である死亡は 1.29%､別居は 0.71%となって
いる｡ 
 
図１ 出来事の経験者割合（全サンプル） 
 
 計量経済学的手法を用いた分析については、

家計経済研究所「消費生活に関するパネル調
査」についてはパネル分析が可能であること
から、非線形パネルの Ordered Probit モデ
ルによる推定を行った。大阪商業大学比較地
域研究所 JGSS 事務局「Japanese General 
Social Surveys(JGSS)」については、クロス
セクションの Ordered Probit モデルによる
推定を予備的に行った。両者の推定により、
生活上の変動の幸福度に与える限界効果を
得ることができた。説明変数とする親族・地
域のネットワークの有無、政策の効果につい
ては予備的なデータ分析を行った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 



 図２ 世帯変動の経験者割合（全サンプル） 
  
基礎的な観察として､最後に､主観的幸福感
と山来車･世帯変動との相関係数をみる｡主
観的幸福感として取り上げるのは幸福度と
生新満足度である o 主観的幸福感と出来事･
世帯変動の各項目との符号条件は同じであ
る｡主観的蔓福感とプラスの相関関係がみら
れるのは､幸福度の高い順からみて世帯変
動･子ども(幸福度 0.087､生活満足度 0.047)､
世帯変動･結婚(幸福度 0.085､0.066)である o
もっとも､幸福度の相関係数の方が生活満足
度よりも高い｡マイナスの相関関係がみられ
るのは､出来事･うつ(幸福度 10.091､生活満
足痩-0.073)､出来事･なし(幸福度-0.061､生
活満足度-0.039)､世帯変動･別居(幸福度
-0.059､生活満足度-0,039)である｡一方､主
観的幸福感に影響を与えるものと予想され
る出来事･事故､病気､死亡との相関係数は予
想に反してさほど大きいものではない｡また､
山来車･希望退職については幸福度 0.016､生
活澗足度 0.002とほとんど無相関である一方､
出来事･就職は幸福度-0.034､生活満足度
-0.036 とやや弱い負の相関関係がみられる｡ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
次に､出来事と世帯変動について､調査年度
別の推移を見る（図３、図４）。出来事につ
いては、習い事、その他、転職、うつ、ロー
ン､希望退職､について､やや低下傾向がみら
れる 0-万で､就職にいついては増加傾向がみ
られる｡入学､病気については､特にはっきり
とした傾向はみられない｡どの項目について
も､経験者割合について､明確な傾向がみら
れるわけではない｡世帯変動については､子
供の経験者割合が大きく低下している｡結婚
についても同様である｡独立と転出について
は､調査会により大きな変動がみられたこと
もあるが､増加､あるいは､低下の明確な傾向
が観察されるわけではない｡ 

以上の出来事の変動に関する監察結果をま
とめると全サンプルにおいて経験者割合が
高いのは､世帯変動･子ども､出来事･習い事､
出来事･就職､出来事･転職である｡出来事･自
己､出来事･病気は割合でみてさほど高くな
い｡主観的幸福感と出来事･世帯変動との相
関係数をみたところ､幸福度と生活満足度は
同じ符号条件であったこと､また､世帯変動･
結婚､世帯変動･子供は強い正の相関係数で
ある一方､出来事･うつ､世帯変動･別居はや
や強い負の相関係数であることがわかった｡ 

 
図３ 出来事の経験者割合の推移 
 
 
 
 

計量経済学的手法を用いた分析については、
家計経済研究所「消費生活に関するパネル調
査」についてはパネル分析が可能であること
から、非線形パネルの Ordered Probit モデ
ルによる推定を行った。大阪商業大学比較地
域研究所 JGSS 事務局「Japanese General 
Social Surveys(JGSS)」については、クロス
セクションの Ordered Probit モデルによる
推定を予備的に行った。両者の推定により、
生活上の変動の幸福度に与える限界効果を
得ることができた。説明変数とする親族・地
域のネットワークの有無、政策の効果につい
ては予備的なデータ分析を行った。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
図４ 世帯変動の経験者割合の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

加えて、子育てを生活上の変動ととらえ、子
育てと幸福度との関係についての分析を行
った。家計経済研究所「消費生活に関するパ
ネル調査」は調査対象が 20 歳から 40 歳代の
女性のみであることから、「少子化社会にお
けるワーク・ライフ・バランスと幸福感―非
線形パネルによる推定」（内閣府ディスカッ
ションペーパー）は女性のみの分析となって
いるが、大阪商業大学比較地域研究所 JGSS



事務局「Japanese General Social 
Surveys(JGSS)」の調査対象は男女、若年か
ら高年齢層である。そこで、子育ての効用は
妻と夫で同じかというテーマ設定のもとに、
女性の幸福感(主観的幸福度、生活満足度)に
対する子育ての影響をみて、所得・消費・婚
姻関係はプラス、年齢と就業はマイナスの効
果があり、子供数は主観的幸福度にはプラス、
生活満足度にはマイナスの影響を与えると
の予備的な分析結果を得た。男性の幸福感に
対して子育てが与える影響については、所
得・年齢・就業とともに分析を行い、就業の
影響が大きいとの知見を得た。加えて、子供
の出産・育児といった世帯の変動が女性の幸
福感にどのような影響を与えるかについて、
白石・白石[2006]をリバイスし現在投稿中で
ある。 
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